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序     文  

 
 

ホンジュラス共和国は、「2015年までに男女すべての就学年齢児について6年間の初等教

育の完全普及と修了を達成する」という目標の下、様々な取り組みを行っています。また、

教育開発上の主要課題として、高い中退率と留年率に表される初等教育課程の修了率の低

さをあげています。そのため、同国政府は、最も留年率の高い教科の一つである算数教育

の強化に係る技術協力プロジェクトを我が国に要請してきました。  
これを受けて国際協力機構（JICA）は、2003年4月より3年間の計画で「ホンジュラス算

数指導力向上プロジェクト」を実施しており、同プロジェクトは、両国の緊密な連携と不

断の努力により概ね順調に進捗し、着実に成果を上げてきました。  
今般の終了時評価調査は、プロジェクト終了まで約6ヶ月となった段階で、これまでに実

施した協力について、ホンジュラス共和国政府関係機関とともに活動実績の確認や目標達

成度の評価を行い、協力予定期間終了後の対応方針について協議することを目的として、

2005年9月から10月に JICA人間開発部基礎教育第2チーム 小川正純チーム長を団長とし

て実施しました。本報告書は、同調査団による評価結果等を取りまとめたものであり、今

後の同国への教育協力の展開に、さらには他の国々における類似のプロジェクトの形成・

運営に活用されることを願うものです。  
ここに、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、

引き続き一層のご支援をお願いする次第であります。  
 

平成 18 年 1 月  
 

独立行政法人国際協力機構  
人間開発部部長 末森 満  
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エル・パライソ県におけるプ

ロジェクト教材を使用した

授業（PFC 研修を受講した教

員、単式学級（4 年生）） 

エル・パライソ県におけるプ

ロジェクト教材を使用した

授業（PFC 研修を受講してい

ない教員、複式学級） 

帰国研修員に対するインタ

ビュー（ラパス県地方

INICE（国立教育実践研究

所）） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コマヤグア県ラ・リベルタ地

区における協力隊員による

PFC 研修 (1) 

コマヤグア県ラ・リベルタ地

区における協力隊員による

PFC 研修 (2) 
 

ミニッツ署名（左から国立教

育大学学長、教育省次官、国

際協力庁長官、調査団長） 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要  

国名：ホンジュラス共和国  案件名：ホンジュラス算数指導力向上プロジェ

クト  
分野：基礎教育  援助形態：技術協力プロジェクト  
所轄部署：人間開発部第 1 グループ  

基礎教育第 2 チーム  
協力金額：5.31 億円  

（うちボランティア分 3.01 億円）  
先方関係機関：教育省、国立教育大学  
 
 
日本側協力機関：筑波大学  
 

協力期間 

(R/D)：2003.4.1～2006.3.31
(延長 ): 
(F/U): 
(E/N)：  

他の関連協力：  
１－１ 協力の背景と概要  

ホンジュラス共和国（以下「ホンジュラス」）は現在、「2015 年までに男女すべての就

学年齢児について 6 年間の初等教育の完全普及と修了を達成する」という目標を掲げ、

多くのドナー支援を得て、様々な取り組みを行っている。初等教育課程の純就学率は 95%
（2000 年）と高く、男女格差もほとんどみられない一方、修了率は 68.5%（2000 年）、

うち正規の 6 年間での修了率は 31.9%という状況であり、中退と留年が現在のホンジュ

ラスにおける教育開発上の主要課題である。  
ホンジュラスにおける留年の主な原因はスペイン語と算数の成績不振であり、また、

現職教員の資質が低いことが問題としてあげられていることから、日本政府はホンジュ

ラスに対し 1989 年から 13 年間にわたり算数分野の青年海外協力隊（以下「協力隊」）

を派遣し、現職教員研修のための協力を実施してきた。  
こうした実績が評価され、算数の教員継続研修プログラム（Program de Formación 

Continua: 通称 PFC）の改善・実施、算数科国定教科書準拠の教師用指導書、児童用作

業帳の作成、児童用標準学力テストを使用した教育評価方法の整備を行う技術協力プ

ロジェクトが要請され、2003 年 4 月から「算数指導力向上プロジェクト」（Proyecto de 
Mejoramiento de Enseñanza Técnica en el Area del Matemática：通称 PROMETAM）が開始

された。  
 

１－２ 協力内容  
 
(1) スーパーゴール  

特に農村部においての基礎教育の第 1 課程（1 学年～3 学年）と第 2 課程（4 学年～

6 学年）の算数の低学力による留年数が減少する。  
 

(2) 上位目標  
プロジェクトのアウトプットの普及を通じて、対象 5 県（オコテペケ、コロン、エ

ル・パライソ、バジェ、コマヤグア県）以外において基礎教育の第 1 課程と第 2 課程

の教員の算数指導力が向上する。  
 



 

(3) プロジェクト目標  
教師用指導書や児童用作業帳の活用により、対象 5 県（オコテペケ、コロン、エル・

パライソ、バジェ、コマヤグア県）における基礎教育の第 1 課程と第 2 課程の現職教

員の算数指導力が向上する。  
 
(4) 成果  

１．基礎教育の第 1 課程および第 2 課程の教師用算数指導書を作成する。  
２．基礎教育の第 1 課程および第 2 課程の児童用算数作業帳を作成する。  
３．5 県において PFC 研修を受けた教員が教師用指導書に沿って授業を展開することが 

できる。  
４．上記１～３の活動を通じ、カウンターパートの指導力が向上する。  

 
(5) 投入（2005 年 9 月時点）  

日本側：  
長期専門家派遣：チーフアドバイザー1 名、算数教育 2 名、業務調整 1 名  
短期専門家派遣：5 名  
研修員受入：20 名  
青年海外協力隊員派遣 37 名、シニア隊員派遣 2 名、 
シニア海外ボランティア派遣 1 名 
機材供与 ：14,834,500 円  
現地業務費：96,899,070 円（現地調達機材および 2005 年度計画含む）  

 
相手国側：  

カウンターパート配置：28 名（地方教育委員委員長も含む）  
土地・施設提供：事務室 5 部屋、倉庫 2 部屋、国立教育大学内に事務所 1 部屋  
ローカルコスト負担：2,457,503 レンピーラ  

（1 米ドル＝18.9 レンピーラ、2005 年 10 月時点）  
 
 

２．評価調査団の概要  

団  長  ： 小川正純  JICA 人間開発部第 1 グループ  
基礎教育第 2 チーム長  

教育評価  ： 磯田正美  筑波大学 教育国際協力研究センター助教授  
協力隊事業 ： 田中清邦  JICA 青年海外協力隊事務局技術顧問  
協力企画  ： 小泉高子  JICA 人間開発部第 1 グループ基礎教育第 2 チーム

調査者  

評価分析  ： 三島光恵  オーバーシーズ・プロジェクト・マネージメント・

コンサルタンツ株式会社 コンサルタント  
調査期間 2005 年 9 月 17 日～2005 年 10 月 7 日 評価種類：終了時評価  
 

３．評価結果の概要  

３－１ 実績の確認  
投入については、日本側・ホンジュラス側ともにほぼ計画どおりになされた。  

 



 

プロジェクト目標は、教師用指導書ならびに児童用作業帳の活用を通じた対象 5 県

での 1～6 年生現職教員の指導力向上であり、プロジェクト終了までに達成される見込

みである。プロジェクト目標の指標は研修受講教員が行う算数授業の分析結果の改善

であるが、短期専門家（教育評価）による授業分析の結果、研修受講教員は未受講の

教員と比較して授業の質が異なっており、児童に考えさせる指導の実践や計画的な授

業実施などの面で指導力が高いことが確認された。また、プロジェクト開始前（2002
年）と終了前（2005 年）の 2 回にわたり同一対象教員に対し調査を実施できたグイノ

ペ地区においては、教員の学力が平均 24 点向上するなど、プロジェクト期間中におけ

る指導力向上が明らかになった。 1 
上位目標は、プロジェクト成果の普及を通じた対象 5 県以外の現職教員の指導力向

上であり、主要な成果である教師用指導書と児童用作業帳が 2005 年 6 月に国定教材と

して全国配布されたことから､他県への成果の波及が実現しつつあると言える｡しかし

ながら上位目標の指標である当該教員の授業分析結果の改善については他県教員に対

する授業評価分析が実施されていないため現時点では評価が困難である。  
プロジェクト終了時までに、計画された活動はほぼすべて実施される見込みで、  

これによりプロジェクトの成果 1～4 もすべて達成される。  
 
３－２ 評価結果の要約  
 
(1) 妥当性  

中間評価結果同様、本プロジェクトの政策面での妥当性については非常に高い。ホン

ジュラスの開発計画、ドナー側の国際援助政策、日本の対ホンジュラス ODA 政策にお

いて、基礎教育支援は優先度が高く、重点事項である。また、本プロジェクトが採用

した算数の教師用指導書と児童用作業帳作成を中心としたアプローチはホンジュラスの

教員のニーズに一致しており、複式学級や教材不足などのために学習時間の不足しがち

なホンジュラスの児童に裨益するものであった。さらに、協力隊の算数指導を通じて蓄

積された日本の協力経験の活用、他ドナーとの基礎教育分野支援の連携でも意義があ

った。  
 
(2) 有効性  

プロジェクト目標は達成されつつある。授業分析評価では、プロジェクトの研修を

受講した教員の指導法は、受講していない教員とは授業の質が異なり、より良いとい

う結果が示されている。加えて、協力隊の報告によると、研修を受講した教員の教師

用指導書や児童用作業帳への評価は高く、また実際の利用も進んでいる。  
本プロジェクトの教師用指導書と児童用作業帳は授業の計画的な実施や児童の自発

的な自習のための重要なツールとなっており、PFC 研修を受講した教員は指導法に改

善が認められた例があることが報告されている。全国レベル研修講師（コアトレーナー）

へのインタビューでも、本プロジェクト指導による授業内容の改善が確認された。  
以上により、プロジェクトのアウトプットがプロジェクト目標の達成に有効であった

ことが示された。外部要因等の影響を考慮すると、プロジェクト目標の達成度は注目

に値する。  
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 ホンジュラス算数指導力向上プロジェクト關谷武司短期専門家（教育評価）業務完了報告書（平成 17 年 12 月）p.7。 



 

(3) 効率性  
総合して判断すると、効率性は非常に高かった。比較的少ない日本人専門家の投入

人数や活動期間にかかわらず、教師用指導書と児童用作業帳の全国配布版の完成とい

う非常に大きな意義のあるアウトプットを生んだ。活動実施中におけるホンジュラス

側の全国基礎教育カリキュラムの変更や教員ストなどの外部要因、また、途中の算数

技術担当の不在にもかかわらず、プロジェクトのアウトプットは、目立った遅延なく、

比較的計画に沿った活動を実施した。これは、プロジェクト実施中、日本人専門家と協

力隊がプロジェクト実施に影響する問題に対し、解決努力が状況に応じて的確になさ

れたことによる。  
 
(4) インパクト  

本プロジェクトの目標達成が上位目標の達成につながる見込みは高い。すでにプロ

ジェクト実施中において対象地域 5 県外へのプロジェクトのアウトプットの波及があっ

た。  
ホンジュラス政府は、本プロジェクトの教師用指導書と児童用作業帳を 2005 年 5 月

に全国配布、その後、短期間の全国教員研修（Plan Integral 2005）も実施され、プロジ

ェクトの効果は他県にも拡大しつつある。また、本プロジェクトによるコアトレーナ

ー研修や PFC 受講教員など様々な経路を通じて、本プロジェクトの効果は、徐々に広

く浸透することが期待されている。  
一方、インパクト拡大の前提として考えられていた全国配布や全国教員研修につい

ては、まだ完全に実施されておらず、教師用指導書、児童用作業帳の数が不足してい

る学校が多い状況にある。インパクトは徐々に発現されているが、より確実なインパ

クトの全国への波及のためには、今後の状況についてもフォローし、長期的に取り組

むことが必要である。  
その他の正のインパクトとしては、ホンジュラス国内では、教育省による 7～9 年生

の教師用指導書および児童用作業帳の作成があげられる。さらは、国外においても、

中米の他国（ニカラグアやエルサルバドルなど）が本プロジェクトの教師用指導書と

児童用作業帳を参考にしつつ自国版の教材開発を行う計画であり、プロジェクトのイ

ンパクトはホンジュラス以外の他国に波及することになる。  
 
(5) 自立発展性  

政府政策と計画においては、ホンジュラスは自立的な活動を継続することを進めて

いく意思がみられる。本プロジェクトの教師用指導書と児童用作業帳は新カリキュラム

に即した国定教材として承認され、児童用作業帳は実質上教科書としての位置づけを得

ている。ホンジュラス政府は 2005 年に全国配布を行い、さらに教師用指導書と児童用

作業帳の使用法に関する全国教員研修を実施したことから、教師用指導書と作業帳が

今後も利用され続ける可能性は高い。  
2006 年 1 月の政権交代の影響が生じる可能性はあるが、ドナーグループ側の現行プ

ロジェクトの継続性確保への働きかけや教員からの一定の評価を受けていることか

ら、急激な政策転換は困難であるとみられる。また、実施体制については、関係者の

人員交代や予算体制などに懸念が残るが、国立教育大学の関与がプロジェクト効果の

維持に重要な鍵となる。  
資金面では、教師用指導書、児童用作業帳の全国配布、全国研修の実施のフォロー

のための需要が高いが、2006 年度以降の資金手当ての見込みはまだ不明確であり、資



 

金確保は引き続き重要である。  
技術面では、教師用指導書と児童用作業帳の人材育成は遅れていたが、日本人専門家

からホンジュラスのプロジェクト現地雇用職員への技術移転が着実に進み、後に教育省

職員に採用され正式なカウンターパートとなった。教員研修については、国立教育大

学のカウンターパート等を通じてスムーズに技術移転がなされた。  
 
３－３ 効果発現に貢献した要因  

本プロジェクトの効果発現に貢献した主な要因として、以下があげられる。  
 

(1) 計画内容に関すること  
日本の経験から優位性があり、波及効果を狙いやすい教材作成を中心としたアプロー

チが適切であった。また、カウンターパートとして教育省のみならず比較的政治的影響

の少ない国立教育大学を組み入れ現職教員を対象とした PFC 研修を通じて協力を行っ

たことは、より確実な活動成果につながった。  
 
(2) 実施プロセスに関すること  

様々な外部要因による影響にも状況に応じて臨機応変に、プロジェクト関係者の的確

な判断による解決努力がなされた。常に日本側とホンジュラス側の双方の調整を図っ

たことで、実施に遅延をもたらすことがなかった。  
プロジェクト効果の波及についても対象地域のみならず、スペインとの連携事業で

あるコアトレーナー研修を通じて、現職教員指導者および新規教員養成教官の能力向

上を図り、アウトプットの広範な普及を首尾よく行った。教材の国定化にあたっては、

教材印刷についてカナダ、スウェーデン、教材活用のための現職教員研修についてス

ペイン、世界銀行と、教育セクタードナー会合（Mesa Redonda de Cooperantes Externos en 
Educación：通称 MERECE）の他ドナーと連携し、積極的な援助協調を通じたインパク

ト拡大の好例となった。  
また、日本での研修は、カウンターパートに対し、プロジェクトがめざす教育像を

より的確かつ深く理解するうえで重要な機会を提供し、プロジェクトへのコミットメ

ントを高める動機を与えた。ホンジュラスに帰国後、日本の授業改善手法である授業

研究（Lesson study）を実践した研修員もいる。  
 
３－４ 問題点および問題を惹起した要因  
 
(1) 計画内容に関すること  

授業分析評価については、当初実施していた手法から変更があり、新しい手法を実

施するまでに時間を要した。当初実施されたアカデミック・ラーニング・タイム法（教

員の教室活動を定量的に測定する評価手法）によりデータ収集が行われていたが、業

務負担増大や定性的な授業評価の必要性から評価手法や実施体制を見直すことになっ

た。また、本プロジェクトの評価分析担当専門家は、当初、チーフアドバイザー・業

務調整（協力隊マネージメントを含む）等の他業務を兼任しており、業務負担が大き

かった。  
最終的に、評価分析担当のローカルコンサルタントなどを投入し、授業分析評価の

ための分析シートの見直しや定性的な授業評価が実施された。特に教育案件にとって、

プロジェクト効果測定のみならず、効果を高める観点からモニタリング（およびその



 

フィードバック）と評価は重要なコンポーネントであるが、プロジェクト計画時に評

価分析目的と内容を明確にし、それに基づいた業務量を測ったうえでの適切な投入計

画の調整がなく、投入が少なかったことが実施の遅延の主要因の一つと言える。  
 

(2) 実施プロセスに関すること  
指導書と作業帳の開発に関しては、ホンジュラス側の全国基礎教育カリキュラムの改

訂や全国配布のためのスケジュールに合わせることで作業負担が増大したが、日本  
人専門家の投入量やプロジェクトの現地職員雇用で対応した。ただし、開発段階では

著作権に関するホンジュラス側との取り決めが行われておらず、2005 年 8 月に JICA・

教育省・国立教育大学の 3 者で共有する旨の協定が合意された。  
また、PFC は各地域によって対応や実施状況が異なっていたが、中間評価調査時に

調査団が教育省を通じて各県地区教育委員会への指導を促し、また、協力隊のマネー

ジメント業務専任のシニア隊員を配置して対応した。協力隊は教員経験有無が様々で

あったため、指導技術面での支援の必要性があったが、算数教育担当のシニア隊員を 1
名配置するなどで対応を図った。  
 
３－５ 結論  

以上の評価結果に基づいて、ホンジュラスと日本の評価チームは、本プロジェクト

は、成功裏に実施されたとみなしている。妥当性および効率性が高く、ホンジュラス

の教員指導力向上に役立った。概して、必要な支援を比較的短期間実施し、当初の目

標達成を促し、インパクトも見え始めている。  
 
 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）  
 
短期的取り組み事項  
(1) 指導書と作業書の配布と利用  

現在、多くの学校が十分な数の指導書、作業帳を受領していないことが報告されて

いる。教育省は教材の配布状況の分析をし、教員と生徒へ配布され、利用されること

を保障すべきである。  
 
(2) 現在の教員研修の見直し  

2005 年度に教育省によって実施された全国教員研修（Plan Integral 2005）の実施状況

を見直す必要がある。各地域の中には、計画どおりに研修が実施されなかったことか

ら、状況をレビューし、教材利用の促進のための対策をとることが重要である。  
 
(3) プロジェクトの経験についての分析報告書の必要性  

計画・実施されたアプローチとその算数の授業へのインパクトに関する報告書をま

とめておくことは、プロジェクトの次フェーズ実施において、あるいは、一つのモデ

ルケースとして、他国の類似プロジェクトの重要な参考資料となる。  
 
長期的取り組み事項  
(1) ホンジュラス側のキーパーソンの一層の関与と継続的な努力  

プロジェクトの自立発展性を確実なものとし、プロジェクト効果とインパクトを高

めるためには、本プロジェクトで教師用指導書と児童用作業帳の開発や研修に携わっ



 

たホンジュラス人材が、キーパーソンとして教員に彼らの経験を普及させ、指導方法

の発展を図っていくことが必須である。  
 

(2) トレーニング・マニュアルの編集  
本プロジェクトの経験を他のプロジェクトと共有するために、ホンジュラス側のカ

ウンターパートとともにプロジェクト経験に基づいた教員トレーニング・マニュアル

を編集することが重要である。  
 
(3) 指導法改善のためのモニタリング・システムの推進  

教員の指導力を改善するためには、教員の授業のモニタリングし、その結果をフィー

ドバックする直接的な相互作用が研修効果を高める。まず、モニタリング目的を明確

に定義し、目的に見合った実行可能なモニタリング・システムを確立し、適切に実施

されるべきである。  
 
(4) 指導書と作業帳のための継続的な予算支援  

学校の生徒数が増加する中で、適切な数の教師用指導書と児童用作業帳を継続的に

供与するための教育省の年間予算を確保することが重要である。  
 
(5) コアトレーナーのトレーニング  

教員研修機関の役割に焦点をあて、教員を指導する各県のコアトレーナーに対し、

トレーニングを供与することは肝要である。  
 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・

形成、実施、運営管理に参考となる事柄）  
 
(1) プロジェクト・アプローチの効力  

評価分析を通じて、プロジェクト・アプローチの長所と課題が以下の点において認

められた。  
 
(i) 教材開発を中心としたアプローチ  

複式学級が多く、教員の能力不足が深刻な状況の場合、教員にとって直接的に

すぐ利用できる教師用指導書と生徒への児童用作業帳は、教員にとっては授業を

より系統的に進めるために、生徒にとっては自習するための効果的なツールとな

りうる。  
 

(ii) PFC を通じた教員研修への支援  
資格の付与される全国展開の制度で大学によって行われている PFC は、受講生

の勉強するインセンティヴがあり、より高い研修効果と持続発展性の観点から意

義があった。また、政治的な介入が比較的少ないため、プロジェクトの確実な実

施と面的広がりがあることに意義があった。  
 

(iii) 青年海外協力隊との連携  
プロジェクトにおける協力隊の投入とその役割は、PFC で講義、教員へ研修の

フィードバックを行うための授業モニタリング、および教師用指導書と作業帳の

改訂という点で重要であった。一方で、協力隊事業の目的はプロジェクト目標と

 



 

必ずしも一致しない部分があり、協力隊との連携のマネージメントにおいて困難

をきたした。  
 

(iv) 教員のモニタリング活動  
協力隊のモニタリング活動は教員の指導法改善に非常に重要であった一方、こ

の活動の範囲は協力隊自身のイニシアティヴに委ねられていたということもあっ

た。協力隊は積極的に授業観察などに取り組んでいたが、この活動はプロジェク

トに導入されるべき重要なコンポーネントであることから、プロジェクトの自立

発展性のためのモニタリング活動について、あらかじめ詳細を計画策定し、系統

的に実施することは重要である。  
 

(2) 他ドナーとの連携  
ドナーとの連携はプロジェクト活動をさらに広範囲に普及させ、アウトプットとイ

ンパクトを拡大できる。本プロジェクトの場合は、プロジェクト形成開始時より、教

育セクタードナー会合（MERECE）との緊密な関係を持っており、ホンジュラスのフ

ァスト・トラック・イニシアティブ（Fast Track Initiative：通称 FTI）戦略計画に組み

込まれていた。ゆえに、プロジェクト実施時にカナダ、スペイン、スウェーデン、世

界銀行といった他ドナーと効果的に協力が行われた。  
 
(3) 教材の著作権  

プロジェクト計画時、教師用指導書と児童用作業帳はプロジェクトの中核コンポー

ネントであったが、著作権についてはホンジュラス側と協議されていなかった。2005
年 8 月に関係者間で合意協定がサインされたがプロジェクト開始段階で著作権につい

ても事前に議論し、合意しておくことが適切であった。  
 
３－８ フォローアップ状況  

本プロジェクトにおける成果の拡大と定着を図ることを目的とし、2006 年 4 月より

5 年間の予定でフェーズ II を実施予定である。  
フェーズ II はホンジュラス国内と広域の 2 コンポーネントからなり、国内では 2005

年に全国の児童・教員に配布された教師用指導書・児童用作業帳が教育現場において

的確に活用されることをめざすとともに、フェーズ I では対象となっていなかった教

員養成課程の学生に対する支援やホンジュラス側の教材作成能力の強化を図る。さら

に、広域コンポーネントでは、他の中米カリブ地域諸国への支援拡大が期待されてい

ることから、周辺国の人材育成に取り組む計画である。  
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